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   清須市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 

 清須市国民健康保険税条例（平成１７年清須市条例第５５号）の一部を次のよう

に改正する。 

 第２条第２項中「４７万円」を「５０万円」に、同条第３項中「１２万円」を 

「１３万円」に改める。 

 第２３条中「４７万円」を「５０万円」に、「１２万円」を「１３万円」に改め、

同条第１号中「第７０３条の５第１項」を「第７０３条の５」に、「法第３１４条の

２第２項に規定する金額」を「３３万円」に改め、同号ア中「７，８００円」を 

「９，１００円」に改め、同号イ中「９，６００円」を「１１，２００円」に、 

「４，８００円」を「５，６００円」に改め、同号ウ中「３，０００円」を 

「３，５００円」に改め、同号エ中「３，６００円」を「４，２００円」に、 

「１，８００円」を「２，１００円」に改め、同号オ中「３，１２０円」を 

「３，６４０円」に改め、同号カ中「２，８２０円」を「３，２９０円」に改め、

同条第２号中「第７０３条の５第１項」を「第７０３条の５」に、「法第３１４条の

２第２項に規定する金額」を「３３万円」に改め、同号ア中「５，２００円」を 

「６，５００円」に改め、同号イ中「６，４００円」を「８，０００円」に、 

「３，２００円」を「４，０００円」に改め、同号ウ中「２，０００円」を 

「２，５００円」に改め、同号エ中「２，４００円」を「３，０００円」に、 

「１，２００円」を「１，５００円」に改め、同号オ中「２，０８０円」を 

「２，６００円」に改め、同号カ中「１，８８０円」を「２，３５０円」に改め、

同条に次の１号を加える。 

 ⑶ 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金額の合算額が、３３

万円に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき３５万円を加算した金額を

超えない世帯に係る納税義務者（前２号に該当する者を除く。） 

ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保険者（第１条第２

項に規定する世帯主を除く。） １人について ２，６００円 

イ 国民健康保険の被保険者に係る世帯別平等割額 次に掲げる世帯の区分に



応じ、それぞれに定める額 

   (ア) 特定世帯以外の世帯 ３，２００円 

   (イ) 特定世帯 １，６００円 

  ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険者均等

割額 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。） １人について 

 １，０００円 

エ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の世帯別平等割

額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める額 

   (ア) 特定世帯以外の世帯 １，２００円 

   (イ) 特定世帯 ６００円 

  オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納付金課税被保険

者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。） １人について １，０４０円 

  カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額 １世帯について ９４０

円 

 第２３条の次に次の１条を加える。 

 （特例対象被保険者等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

第２３条の２ 国民健康保険税の納税義務者である世帯主又はその世帯に属する国

民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が特例対象被保険者等（法 

７０３条の５の２第２項に規定する特例対象被保険者等をいう。第２４条の２に

おいて同じ。）である場合における第３条及び前条の規定の適用については、第３

条第１項中「規定する総所得金額」とあるのは「規定する総所得金額（第２３条

の２に規定する特例対象被保険者等の総所得金額に給与所得が含まれている場合

においては、当該給与所得については、所得税法第２８条第２項の規定によって

計算した金額の１００分の３０に相当する金額によるものとする。次項において

同じ。）」と、「同条第２項」とあるのは「法第３１４条の２第２項」と、前条中「総

所得金額」とあるのは「総所得金額（次条に規定する特例対象被保険者等の総所

得金額に給与所得が含まれている場合においては、当該給与所得については、所

得税法第２８条第２項の規定によって計算した金額の１００分の３０に相当する

金額によるものとする。次号及び第３号において同じ。）」とする。 

 第２６条を第２７条とし、第２５条を第２６条とし、第２４条の２を第２５条と



し、第２４条の次に次の１条を加える。 

 （特例対象被保険者等に係る申告） 

第２４条の２ 国民健康保険税の納税義務者である世帯主又はその世帯に属する国

民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が特例対象被保険者等である

場合には、当該納税義務者は、離職理由その他の事項で市長が必要と認める事項

を記載した申告書を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の申告書を提出する場合には、当該納税義務者は、雇用保険受給者資格者

証（雇用保険法施行規則（昭和５０年労働省令第３号）第１７条の２第１項第１

号に規定するものをいう。）その他の特例対象被保険者等であることの事実を証明

する書類を提示しなければならない。 

 附則第５項中「第７０３条の５第１項」を「第７０３条の５」に改める。 

 附則第１０項中「その世帯の」を「その世帯に」に改める。 

   附 則 

１ この条例は、平成２２年４月１日から施行する。 

２ 改正後の清須市国民健康保険税条例の規定は、平成２２年度以後の年度分の国

民健康保険税について適用し、平成２１年度分までの国民健康保険税については、

なお従前の例による。 

 


